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2020-2022年の資金援助:  
米ユニセフ経由でUNFPA（国連人口
基金）とユニセフに150万米ドル
児童婚は有害な行為であり、人権侵
害であると世界的に認識されていま
す。法律で禁止されているにもかか
わらず、世界中の国々の文化、宗
教、民族の中で依然としてはびこっ
ています。世界的に見ても、女子の
21％が18歳になる前に結婚してお
り、女子から幼少期の貴重な時間を
奪っています。
児童婚をなくすためには、この慣行
を支える複雑な社会文化的・構造的
要因に長期的に取り組む必要があり
ます。

zonta.org

2020-2022 プロジェクトの説明

児童婚を終わらせる
世界規模の行動を加速させるプログラム：第2段階

その結果、国際ゾンタのグローバル
プログラムである「児童婚を終わら
せる」は、2030年までの15年間を
対象としています。この間、児童婚
が多発している以下の12の国々で
は、思春期の女子を変革の主な担い
手として関与させることを優先して
います：バングラデシュ、ブルキナ
ファソ、エチオピア、ガーナ、イン
ド、モザンビーク、ネパール、ニ
ジェール、シエラレオネ、ウガン
ダ、イエメン、ザンビア。ゾンタ
は、2018年から2020年までの間に
200万米ドルを拠出し、グローバル
プログラムの第1段階を支援しまし
た。

第2段階の全体的な目標： 
 １．以下により、思春期女子の発言
と行動力を高めます。 
・ライフスキル（日常生活に生じ

る生じる様々な問題に対して効果
的に対処する必要な能力）と知識
の構築を通して、社会から取り残

• 女子たちの家族や地域社会にお
けるジェンダー平等の促進

2. 以下により、思春期の女子とその
家族のための資料、情報と機会の
提供を増やします。
•教育、保健、児童保護制度の強化
•貧困が児童婚を促進する慣習への
取り組み

3. 以下のような活動により児童婚を
防止し、結婚、離婚、死別した思
春期の女子を支援するための法
的・政治的措置を強化します。
• 政府による児童婚廃止計画の強

化への支援
• 政府がデータに基づく意思決定

を行い、証拠に基づくプログラ
ムを実施するための能力の強化

された思春期の女子たちのエン
パワーメント。 



社会から疎外された思春期の女子の権
利、人間関係、性と生殖の健康、お金の
管理に関する知識、スキル、物事の考
え方を、人道支援を含めて改善します。

思春期の少年、家族、伝統的・宗教的指
導者、地域団体やその他の影響力を持つ
人々が、よりジェンダー平等を理解
し、態度に示し、女子の権利を支持す
るように働きかけます。

教育、保健、児童保護、ジェンダーに基
づく暴力防止システムは、思春期の女子
とその家族のニーズに合った質の高い
プログラムとサービスを提供する能力
を、人道支援を含めて高めます。 

国および地方レベルの社会的保護、貧困
削減、経済的エンパワーメントのプログ
ラムとサービスは、最も貧しい思春期
の女子とその家族のニーズに応える能
力を、人道支援を含めて高めます。

各国政府は、児童婚を終わらせるための
国内及び地方行動計画や制度を調整し、
実施する能力を高めます。

政府やNGOは、政策やプログラムの設
計、進捗状況の追跡、得た教訓の文書化
の情報を提供するために、質の高いタ
イムリーな証拠を作成し、普及させ、
利用する能力を高めます。

戦 略 期待される成果

これまでの結果
第1 段階では 、グローバルプログラムは目標を上回り、 12 のプログラム 実践 国 の 数百万人
の人々に児童婚
を終わらせる ための支援を提供しました 。 第 1 段階 では、以下のような進展が ありました 。

• 2019年までに 870 万人の
女子 に援助の手を差し伸べ
ました 。
• 46,000 のサービス提供拠点 
で思春期の 女子 へのサービ
スが改善され ました 。
• 530 万人の地域住民が、児
童婚を 終わらせる ことにつ

いての 話し合いに 参加 
しました 。

• 8,000 の学校 が女子教育
の質を向上させ まし
た 。

• 12 カ国中11カ国に児童
婚を取り上げた国家戦略

があり、 そのうち 6 か
国が 予算化され、実施
されています 。

• プログラミングや政策立
案に 関する 情報を提供す
るために、 125 以上の研
究 が実施されてい ます 。

1. 思春期の女子のエンパワーメントの機会を提供し、拡大
します。

２．ジェンダー平等を支援する環境を整えます。 
a. ジェンダー平等の活動に男性と少年を参加させ、有害な

男性主義を問題化し、前向きな改革の代表者となるよう
にエンパワーします。

b. 家族、地域、伝統的な宗教指導者、及びその他の影響力
のある人々を、児童婚に代わるもの（教育を含む）、
思春期の女子の権利そしてジェンダー平等に関する話
し合いの場や合意形成プログラムに参加させます。

3． 児童婚防止のためのガバナンスを強化します。 

a.

b.

児童婚防止を目的とした国際人権基準に沿った法律や政
策の制定、施行、維持を支援するために政府に技術的支
援を提供します。
国の児童保護制度の実施に責任を持つ主要な省庁と協力
します。

4．児童婚プログラムの持続可能性と効果を高めます。
a. アドボカシー活動、プログラミング、学習、進捗状況の

追跡のために、思春期の女子に関する確かなデータと証
拠を作成し、共有し、利用する機会を増やします。

5. パートナーシップの構築
a. 社会的保護、貧困削減、経済的エンパワーメントのプロ

グラムやサービスが、思春期の女子に優しく、ジェン
ダーに対応したのものであり、最も弱い立場にある女子
たちにとその家族に届くように政府や組織と協力しま
す。

b. 社会から疎外された女子の声を集め、有害な社会規範に
挑戦し、ジェンダー平等を促進するために、女性団体
や若者主導の団体を支援します。

a. 識字率を向上させ、性と生殖に関する健康、お金の管
理、ジェンダー平等に関する情報を女子に提供し、健全
な人間関係を築くようにします。

b. 思春期の女子が学校に入学し、退学しないように支援し
ます。




